
函館市地域組織活動費補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条   この要綱は，児童の健全な育成を図るため，母親など

地域住民の積極的参加による地域組織（以下「地域組織」と

いう。）の活動に対する補助金の交付に関し，函館市補助金

等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものと

する。  

  （補助対象者）  

第２条   補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」と

いう。）は，次の要件を満たす地域組織とする。  

（１）  母親の連帯組織など児童健全育成に寄与する自主的な

団体で，その会員数がおおむね２０人以上であること。  

（２）  組織に，会員の互選による会長，副会長，会計，監査

等の役員を置き，その運営が会員の協議により行われる

ものであること。  

（３）  組織の活動は，児童館および母と子の家やその他公共

施設と有機的な連携をもつものであること。  

（４）  政治上または宗教上の組織に属さないものであること。 

（補助対象活動）  

第３条  補助金の交付の対象となる活動（以下「補助対象活

動」という。）は，補助対象者が行う次の活動とする。  

  ア  親子および世代間の交流活動または文化活動  

  イ  児童養育に関する研修活動  

  ウ  児童の事故防止等に関する活動  

  エ  その他児童福祉の向上に寄与すると市長が認める活動  

２  前項の活動に際しては，組織の年間活動計画を策定し，地

域の理解と協力を得られるよう広報等に努めるほか，必要に

応じて関係行政機関等と緊密な連携を図ること。  



 （補助金の額）  

第４条  補助金の額は，別表の「１  基準額」欄に定める額と， 

「２  対象経費」欄に定める額を比較して少ない方の額とす

る。  

 （補助金の交付申請）  

第５条  この補助金の交付を受けようとする補助対象者は，次

の各号に定める書類を市長に提出しなければならない。  

（１）  規則に定める次の書類  

ア  補助金等交付申請書（共通第１号様式）  

イ  補助事業等の計画書（共通第２号様式）  

ウ  補助事業等の収支予算書（共通第４号様式）  

（２）  地域組織活動事業計画書  

（３）  事業計画書内訳  

（４）  事業予算書（支出）内訳  

（５）  会員名簿  

（６）  会則  

（７）  その他必要と認められる書類  

 （補助金の交付決定および額の確定）  

第６条  市長は，前項の申請があった場合において，当該申請

の内容を審査し，適当と認めるときは補助金の交付の決定お

よび額の確定を行い，規則に定める補助金等交付決定通知書

（共通第６号様式）により通知するものとする。  

 （補助金の交付）  

第７条  市長は，前条の規定による補助金の交付決定および額

の確定後，補助対象者に補助金を交付するものとする。  

 （実績報告）  

第８条  この補助金の交付を受けた補助対象者は，当該年度終

了後速やかに次の各号に定める書類を市長に提出しなければ

ならない。  

（１）  規則に定める次の書類  



  ア  補助事業等実績報告書（共通第１１号様式）  

  イ  補助事業等の実績書（共通第２号様式）  

  ウ  補助事業等の収支決算書（共通第４号様式）   

（２）  地域組織活動事業報告書  

（３）  事業実績内訳  

（４）  事業決算（支出）内訳  

（５）  会員名簿  

（６）  その他必要と認められる書類  

（補助金の精算）   

第９条  市長は，第４条の規定により交付した補助金が，同条  

別表「２  対象経費」欄に定める額を上回る場合には，その

差額の返還を命ずるものとする。  

 （目的外使用の禁止）  

第 10 条  この補助金は，交付目的以外の用途に使用してはなら  

ない。  

 （補助金の交付決定の取消等）  

第 11 条  市長は補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると

きは，交付決定した補助金の全部または一部を取り消すこと

ができる。  

（１）  この要項の規定に違反したとき。  

（２）  補助金の交付に際して附された条件に違反したとき。  

（３）  虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受

けたとき。  

２  市長は前項の規定により補助金交付決定の全部または一部

を取り消しした場合において，当該取消にかかる部分につい

てすでに補助金が交付されているときは，期限を定めてその

返還を命ずるものとする。  

 （帳簿および書類の備付け）  

第 12 条  補助対象者は，当該事業に関する帳簿および書類を備

え，組織の収入および支出の状況を常に明確にしておかなけ



ればならない。  

２  前項の帳簿および書類については，補助金の交付を受けた

年度の翌年度の４月１日から５年間保存しなければならな

い。  

 （その他）  

第 13 条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定め

る。  

 

 

      附  則  

 この要綱は，平成４年５月１日から施行する。  

      附  則  

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。  

     附  則  

 この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。  

     附  則  

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。  

     附  則  

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。  

     附  則  

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表（第４条関係）  

１  基準額    

基礎額と各母親クラブの加算額を合算した額  

 

 

① 基 礎 額  

  １ ３ ５ 千 円  

② 加 算 額  

  補 助 金 の 交 付 を 申 請 し よ う と す る 年 度 の 前 年 度 に

第 ３ 条 に 定 め る 補 助 対 象 活 動 に 参 加 し た 児 童 の 総 数

（ た だ し ， 集 約 し た 児 童 館 の 母 親 ク ラ ブ に つ い て

は ， 集 約 前 の 児 童 館 に お け る 活 動 に 参 加 し た 児 童 の

総 数 と す る 。 ） に ３ ０ 円 を 乗 じ た 額 。 た だ し ， ４ ５

千 円 を 上 限 と す る 。  

２  対象経費  

第 ３ 条 に 定 め る 補 助 対 象 活 動 を 実 施 す る た め に 必 要 な 報 償

費，旅費，需用費，役務費，委託料，使用料および賃借料，原

材料費，備品購入費，負担金の実支出額から，補助対象事業実  

施に伴って発生した収益金等を控除した額  

 

 

 


